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保育士と「保育支援員」の相違点について

○ 保育支援員の研修内容と保育士の養成課程における履修内容を比較すると、以下のとおりであり、「保育支
援員」を保育士と同等の存在 （保育士と互換可能な存在）として位置づけることは困難。

・保育支援員の研修時間（27時間）は、保育士の養成課程における履修時間（約1,000時間）の約４０分の１

・保育支援員の研修内容は保育対象の理解やリスクマネジメントに関する科目に偏っている
（保育の本質・目的に関する科目や、保育の内容・方法に関する科目についての内容が薄い）

約1,000時間（※）　 ２7時間 約900時間(※）

①本質・目的に関する科目（約200時間）

保育原理、教育原理、児童家庭福祉、社

会福祉、相談援助、社会的養護、保育

者論

保育所保育指針等の基本について、人

権、保育支援員概論（4.5時間）

②対象の理解に関する科目（約200時間）

保育の心理学Ⅰ・Ⅱ、子どもの保健Ⅰ・

Ⅱ、子どもの食と栄養、家庭支援論

乳幼児の生活と遊び、乳幼児の発達と心

理、小児保健Ⅰ・Ⅱ、アレルギー対応、

心肺蘇生法、乳幼児の食と栄養、安全の

確保とリスクマネジメント（12時間）

③内容・方法に関する科目（約200時間）

保育課程論、保育内容総論、保育内容

演習、乳児保育、障害児保育、社会的養

護内容、保育相談支援

保育のねらい及び内容、特別に配慮を要

する子どもへの対応、保護者への対応、

虐待（6時間）

④保育の表現技術（60時間）

⑤保育実習（90時間）

⑥実践演習（30時間）

⑦教養科目等（255時間）

保育の計画と記録（1.5時間）

保育士

研
修
・
履
修
内
容
等

保育支援員 （参考）幼稚園教諭

○一般教育科目等（約450時間）

○教科に関する科目（60時間）

○教育の基礎理論に関する科

目（60時間）

○教育課程及び指導法に関す

る科目（180時間）

○教育実習（90時間）

○教職の意義等に関する科目

（30時間）

○生徒指導、教育相談及び進路

指導等に関する科目（30時間）

○教育実践演習（30時間）

（※）資格取得後の初任者に対して都道府県が行う研修は、保育士は平均約13時間程度、幼稚園教諭は年20日程度。

※赤字部分は保育支援員の座学研修に
該当するものがないもの（以下同じ）
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大阪府の提案する「チーム保育」について①

施設長

主任保育士

＜大阪府の提案するチーム保育＞

業務
アシス
タント

A

B

C

D

G

E

F

施設長

主任保育士

＜現在のチーム保育＞

A

J

B E

F

I

C

H

G

I

保育士
（９人）

保育補助者（子育て支援員等）

D

○ 既に保育現場では所定の保育士の配置基準を満たしたうえで、園長、主任保育士、保育士、保育補助者等
によるチーム保育が行われているところ、大阪府の提案する「チーム保育」は、保育支援員を配置基準に算定
するため、保育士が責任をもって担うべき専門的業務を切り分けており、 保育士数の純減や指導業務発生
による保育士の負担増も相まって、硬直的な業務実施による保育の質の低下を招きかねない。

G

H

I

あ

い

う

保育士
（９×2/3＝６人）

個別具体的な業務に
応じて柔軟に連携

業務切り分けによる
硬直的な業務実施 2

保育支援員
（９×1/3＝３人）



大阪府の提案する「チーム保育」について②

保育士業務のうち、保育支援員が主に担う
業務として切り分けられているもの

保育支援員が左記業務を担うことの問題点

①指導計画のうち短期的計画案の作成

保育士の履修時間：約30h 
支援員の受講時間：約1.5h

短期的計画（週案・日案。参考①・②参照。）は日々の保育の中核となる実践的
計画。「教育原理」や「保育課程論」未受講のため体系的な保育の知識を持た
ない保育支援員が行うことは、児童の円滑な発育・発達を妨げかねず、問題。

②保育要録の作成補助

保育士の履修時間：約30h  
支援員の受講時間：約 0h

保育要録（参考③参照。）は小学校への円滑な引き継ぎのために保育所におけ
る児童の育ちを記入する公的な書類であり、小学校の指導の前提になるもので、
保育の知識に乏しい保育支援員が補助可能な業務はほぼ想定できない。

③軽微な疾病等への対応

保育士の履修時間：約75h  
支援員の受講時間：約1.5h

「転んだだけ」のはずが骨折であった、「咳だけ」のはずが深刻なアレルギーの
初期症状であった等、疾病が「軽微」なのかどうかの判断は正しい知識を持つ
者が責任をもって対応した結果として導き出されるものであり、乳幼児の疾病に
関する知識に乏しい保育支援員が主に対応するのは困難。

④虐待の予防・早期発見の対策

保育士の履修時間：約45h  
支援員の受講時間：約1.5h

保護者との日常的な接触の中で、その言動から虐待の兆しを見て取り、助言や
専門機関への接続等によって虐待を未然に防ぐ等、虐待に関する深い知識を
持つ保育士が専門的な見地から責任を持って行う業務であり、虐待についての
知識に乏しい保育支援員が主に対応するのは困難。

⑤ヒヤリハット記録・事故ポイントの確認

保育士の履修時間：約75h  
支援員の受講時間：約1.5h

ヒヤリハット記録・事故ポイントの確認（参考④参照。）は安全管理やリスクマネ
ジメントに関する深い見識とそれに基づく経験知をもとに行う業務であり、事故
の未然防止の観点からも、保育の知識に乏しい保育支援員の主対応は困難。

⑥保護者との連絡（連絡ノート等）

保育士の履修時間：約30h  
支援員の受講時間：約1.5h

保護者とのコミュニケーションは、保育に関する専門的な知識・技術を背景とし
て、保護者の気持ちを受け止めつつ、安定した親子関係や子育て力の向上を
めざして行われる相談、助言、行動見本の提示などであり、児童に対する保育
と表裏一体となる保育士の中核的業務であるため、保育の知識に乏しい保育
支援員が行うことは問題。

※履修・受講時間は、比較のため、その内容が含まれる科目全体の履修・受講時間で算定。
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（参考①）週案の例
【2016年ピコロ４月号別冊付録①ピコロ＊カリキュラム 年間＆４～６月より抜粋】

（参考②）日案の例
【お茶の水女子大学子ども発達教育研究センター『幼児教育ハンドブック』 を抜粋】

※実名等の部分は加工
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（参考③）保育所児童保育要録 （参考④）ヒヤリ・ハット記録・事故報告書（表面）
【厚生労働省作成様式】 【世田谷区使用様式】

ヒヤリ・ハット記録簿 事故報告書
*ヒヤリハット、事故報告どちらか○をつける 保育園名： 保育園

発 生 日 時 平成 年 月 日（ 曜日） 午前 午後 時 分

ふ り が な
児 童 氏 名

保 護 者 氏 名

男・女
ク ラ ス 歳児クラス
受 傷 部 位

生 年 月 日
年
月
日

受 傷 内 容

発 生 場 所
保育室・ホール・廊下・階段・玄関・トイレ・ベランダ・テラス・園庭・プー
ル・手洗い場・道路・公園・その他（ ）

現 場 図
担：担当保育士目：目撃者
保：他の保育士
非：非常勤
ア：アルバイト
●：該当園児
○：他の園児

その場にいた
保育士 名
園 児 名

担当保育士名（経験年数）
経験 年

目撃者(経験年数)
経験 年

発 生 状 況

応 急 処 置 又 は
予 測 さ れ た 事 故

原 因 ・ 問 題 点

そ の 後 の 改 善 策

園 長 意 見

保 護 者 へ の 連 絡 時 刻

午
前
・
午
後
時
分

連 絡 者 受 信 者

保 護 者 へ の
連 絡 内 容 （受診への同意 あり なし）
保 護 者 の
受 け 止 め 状 況

医療機関の受診
１）なし →保育園決裁後、ヒヤリ・ハットとして園で保管してください。
２）あり（首から上は受診）※ありの場合、裏面も記入すること
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保育所の最低基準は条例で都道府県、指定都市、中核市が定める。その際、保育時間や耐火上の基準等は国の基準を参考
にすればよいが、居室の面積基準については、国の基準と同内容でなければならない。

ただし、大都市部の一部の地域に限り、待機児童解消までの一時的な措置として、国の基準を「標準」として、合理的な理由
がある範囲内で、国の基準と異なる内容を定めることができる。

条件 ①待機児童数 100人以上
→ 待機児童問題が特に深刻な地域であること
②平均地価 三大都市圏平均以上
→ 保育所の増設等を図るに当たり、土地等の確保が困難であること

期間 平成24年４月１日～平成32年３月31日

対象市区町村数 47市区町村【平成28年４月１日現在】（実施は大阪市のみ）
埼玉県 さいたま市、川口市、朝霞市
千葉県 市川市

東京都 中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、墨田区、江東区、品川区、目黒区、大田区、世田谷区、渋谷区、中野区、杉並
区、豊島区、北区、板橋区、練馬区、足立区、葛飾区、江戸川区、立川市、武蔵野市、三鷹市、府中市、調布市、小金井
市、小平市、日野市、東村山市、東久留米市、多摩市、西東京市

神奈川県 横浜市、川崎市、藤沢市、茅ヶ崎市、大和市
京都府 京都市

大阪府 大阪市、豊中市、吹田市

兵庫県 西宮市

保育所の居室の面積基準に係る特例について

⇒大阪府が本特例の対象にすることを主張している「平成28年４月の緊急対策に参加した自治体」は、
・平成27 年４月１日現在の待機児童数が50 人以上いる自治体
・平成27 年度の受け皿拡大量の計画が150 人以上拡大している自治体
・上記の２要件どちらにもあてはまらないが、緊急対策への参加を希望した自治体
であり、「待機児童が深刻でない自治体」や「地価が高くなく、土地の確保が容易な自治体」が含まれる。

⇒こうした自治体は保育の質を担保しながら保育ニーズに応えていくべきであり、保育の質を確保する観点から、
大阪府の提案への対応は困難。 6
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平
成

28
年

9月
16

日

内
閣

府
特

命
担

当
大

臣
山

本
幸

三
様

厚
生

労
働

大
臣

塩
崎

恭
久

様
公

益
社

団
法
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全

国
私

立
保

育
園

連
盟

会
長

近
藤

遒
社

会
福

祉
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人
日

本
保

育
協

会
理

事
長

大
谷

泰
夫

社
会

福
祉

法
人

全
国

社
会

福
祉

協
議

会
全

国
保

育
協

議
会

会
長

万
田

康

大
阪

府
提

案
の

国
家

戦
略

特
別

区
域

に
お

け
る

保
育

の
質

を
低

下
す

る
保

育
所

設
置

基
準

・
配

置
基

準
の

緩
和

に
保

育
三

団
体

協
議

会
は

反
対

し
ま

す
第

9回
関

西
圏

国
家

戦
略

特
別

区
域

会
議

(5
月

10
日

)及
び

第
10

回
同

会
議

(８
月

31
日

)に
お

い
て

、
大

阪
府

よ
り

待
機

児
童

解
消

対
策

と
し

て
次

の
よ

う
に

提
案

さ
れ

ま
し

た
。

【
提

案
１

】
特

区
内

で
は
、
保
育
所
設
置
基
準

を
自
治

体
の
判

断
と
責

任
で
決

定
【

提
案

2】
特

区
限

定
版
の
保
育
士
を
サ
ポ
ー

ト
す

る
人
材

を
、
配

置
基
準

に
位
置

付
け

本
提

案
を

容
認

す
る

こ
と

は
保

育
の

質
の

低
下

を
招

き
、

保
育

所
で

の
重

大
事

故
を

起
こ

し
か

ね
な

い
非

常
に

危
険

な
提

案
で

す
。

我
々

は
こ

の
提

案
に

は
絶

対
に

反
対

で
す

。
ま

ち
・

ひ
と

・

し
ご

と
創

生
（

地
方

創
生

）
と

は
、

子
ど

も
の

未
来

を
大

切
に

と
い

う
願

い
も

込
め

ら
れ

て
い

る

は
ず

で
す

。
日

本
の

未
来

の
為

、
人

口
減

少
と

少
子

化
傾

向
に

歯
止

め
を

か
け

る
た

め
に

も
賢

明

な
ご

判
断

を
お

願
い

い
た

し
ま

す
。

１
．

保
育

所
設

置
基

準
を

自
治

体
の

判
断

と
責

任
で

決
定

し
な

い
で

く
だ

さ
い

○
す

べ
て

の
子

ど
も

が
“

ど
の

地
域

で
も

”
“

等
し

く
”

社
会

全
体

の
支

援
の

も
と

“
安

心
し

て
”

生

活
し

、
発

達
が

保
障

さ
れ

る
制

度
の

充
実

の
た

め
に

、
国

が
最

低
限

度
の

基
準

を
維

持
し

て
下

さ
い

。

国
が

最
低

の
基

準
を

示
し

、
自

治
体

に
よ

っ
て

は
、

更
に

子
ど

も
に

と
っ

て
ゆ

と
り

あ
る

基
準

に
す

る
現

行
制

度
は

理
に

か
な

っ
て

い
ま

す
。

今
回

の
特

区
申

請
で

は
、

待
機

児
童

解
消

の
名

の
も

と
に

国
の

最
低

基
準

を
下

回
る

基
準

策
定

が
な

さ
れ

る
こ

と
は

明
白

で
す

。
国

は
実

際
に

保
育

を
受

け
る

「
子

ど
も

た
ち

」
の

立
場

か
ら

、
ま

た
保

育
所

に
預

け
る

「
保

護
者

」
の

立
場

か
ら

の
ご

判
断

を
強

く
要

望
し

ま
す

。

２
．

保
育

士
資

格
を

有
さ

な
い

保
育

を
サ

ポ
ー

ト
す

る
人

材
を

、
配

置
基

準
に

位
置

付
け

な
い

で
く

だ
さ

い

○
待

機
児

童
の

解
消

と
急

速
な

保
育

ニ
ー

ズ
拡

大
へ

の
対

応
に

は
、

保
育

士
等

の
人

材
確

保
が

肝
要

で

す
。

し
か

し
、

そ
の

た
め

に
、

保
育

の
質

の
低

下
に

つ
な

が
る

よ
う

な
規

制
緩

和
は

本
末

転
倒

で
す

。

昨
今

、
保

育
の

現
場

に
求

め
ら

れ
る

役
割

や
ニ

ー
ズ

は
よ

り
高

度
化

し
、

複
雑

化
し

て
い

ま
す

。
子

ど
も

の
発

達
を

保
障

し
安

全
を

確
保

す
る

た
め

に
、

保
育

士
資

格
を

有
し

な
い

人
材

を
も

っ
て

対
応

す
る

こ
と

は
、

必
ず

や
質

の
低

下
を

招
き

ま
す

。

保育三団体意見（平成28年９月16日）
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